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1．はじめに 

「大学全入時代」、「大学淘汰」という言葉が聞かれるようになって久しく時間が流れた。

若年層人口の低下は、大学間の競争の激化をもたらし、閉鎖・縮小を余儀なくされた大学、

もしくは大学の合併など、前世紀には想像もされなかった変革が過去数年で起こり始めて

いる。そのような状況下において、各大学は生き残りをかけて新しい学部の設立、学生サ

ービスの充実、新たな財源の確保等などに代表される様々な改革に取り組み始めた。その

一連の改革の中で、日本の大学関係者の注目を集め始めている言葉に Institutional 

Research（以下 IR）という言葉がある。IR は、簡単に言えば、企業でいうところの情報戦

略室であり、大学の運営に役立つ情報を提供する役割を担う機能であり、アメリカやカナ

ダではほとんど全ての大学に設置されている部署である。日本では、まだ IR はほとんど普

及されていないが、いくつかの大学では IR もしくはそれに似た機能が設置され始めており、

今後さらにその普及の速度が速まっていくことは必然的な流れといえる。 

その流れを鑑みた時、ここで必要な議論は、日本において必要とされる IR とはいった

い何なのか、という定義を確立することである。アメリカやその他の国で効果的であるか

らといって、そのシステムを日本にそのまま持ってきても成功するとは限らない、という

のは多くの大学関係者の納得することであろう。しかしその一方で、国や文化が違うから

IR が日本には根付かないという意見も説得力に欠ける。私自身、アメリカで IR としてキ

ャリアを積んできて、IR の有用性を痛切に感じており、実際 IR なしでどのように大学が

運営されているのか想像し難い。IR は正しく扱えば日本の大学でも機能するというのが私

の持論である。故に大事なことは、IR の本質をつかむという分析作業であり、その本質的

なものを保ちつつ各大学の現実に活かしていくという応用作業である。特に IR が普及する

初期段階にある現在の日本において大事なステップは前者の「IR の本質とは何か」を明ら

かにすることである。このステップを踏まなければ、IR というハコモノだけが日本に移植

され、数年後に IR はやはり役に立たない、日本には必要がない機能という烙印を押される

可能性も否定できない。故にこのエッセイでは、「IR の本質」を明らかにするための議論

に貢献することをその目的としている。 

ここで私の経験に関して簡単に述べておきたい。私の高等教育業界におけるキャリアは、

おそらくこのエッセイを読まれるほとんどの読者の方よりも短いと思う。まず、最初のス

テップとして、2003 年から 2005 年まで約 2 年間ミネソタ州にあるコミュニティカレッジ

で IR のインターンとして勤務した。ほぼ同時期に、Midwestern Higher Education Compact1

で大学院生助手（graduate assistant）として勤務し、その後、コロラド州にある State 

Higher Education Executive Officers（SHEEO）2で Data Analyst として 2 年間勤務した

後、現在の職場である Tennessee Higher Education Commission (THEC)3の IR 部門で
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Research Director として勤務し現在に至る。どの職場においても私の役割は IR としてカ

テゴライズされてきたのだが、これは IR というものの本質を理解するうえで非常に意義あ

るステップであった。というのもこの４つの組織は大学、政府系シンクタンク、全国協会、

州政府であり、同じ高等教育に関する機関であったとしても組織の文化、ミッション、運

営方法などが大きく異なる。したがって IR の機能の仕方が各組織において自然と異なって

いる。しかし、本質的な部分での役割、すなわち、組織がミッションを達成するための研

究を行うということにおいては、どの組織であっても共通した IR の役割であり、それを身

をもって実感することができたのは貴重な経験だった。 

そういう意味で「IR とは何か」という本質的な部分での話をする上で自身の経験は不足

しているとは思わないが、しかし本稿は、「大学キャンパスにおける IR」という応用的な

テーマなので、そうなるとテーマと直接関係のある私の経験はコミュニティカレッジでの

インターンとしての 2 年間に限られてくる。しかもそこではフルタイム（正規の職員）で

はなく、私はパートタイム（週 20 時間労働者）の IR だった。従って、私自身がアメリカ

の大学における IR に関して語る上での自分の経験が不足しているかもしれない。故にこの

エッセイに取り組むに当たって、私は自分の経験以外に、２つの情報源をその参考とした。

ひとつは IR に関する文献、そしてもう１つは私が今まで出会ってきた IR の同僚たちから

得た情報である。この２つの情報源を有効活用することで、自分の限られた経験値を補え

ればと思っている。尚、本稿では以下の内容に関して述べていく予定である。 

 

1. IR の定義 

2. 組織における IR の位置づけ 

3. IR の規模 

4. IR の業務 

5. IR に必要なスキル 

6. 私の体験：どのようにして私は IR の世界に入っていったか 

7. アメリカにおける今後の IR の展開 

8. 提言―私が思うこと 

 

そして、最後に断っておきたいのは、これは実際に IR の仕事に携わる者の立場から、

IR の仕事に取り組む人たち、もしくは IR を設置しようと考えている大学関係者を想定し

て書かれたエッセイであるということであり、学術論文ではないということである。従っ

て、文章のフォーマットは、学術論文のそれとは大いに異なり、個人的な意見も多く含ま

れている。読者の中には納得いかないことや、それは違うと思われるような内容も含まれ

ているかもしれない。しかしこのエッセイは、語弊を恐れずに言うならば、そもそも IR

の真実を明かすということを目的としているわけではない。先述したように、このエッセ
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イの目的は、IR とは何かという真実を明らかにするための一視点を提供することである。

故に、このエッセイが今後の日本版 IR に関する議論の糧になっていくこと、それが達成さ

れれば筆者にとって望外の喜びである。 

 

1-1 IR の定義 

私が昨夏（2008 年）日本に帰国したときの話だが、ある大学関係者の方と IR の話題に

なり、どうすれば IR が日本に普及するのかという話になった。その方の意見は、

Institutional Research の本質を的確にあらわした日本語訳が行われなければ、IR は日

本には普及しないということであった。IR と聞いてもそのイメージが分かる人は少数であ

り、そうすると IR という言葉だけが先行して、多くの大学でアメリカを参考に導入された

が本質は全く異なったものになっている AO 入試みたいなことになる、というような意見で

あった。AO 入試云々は本稿の焦点ではないのでここではこれ以上触れないが、それは確か

にそうであると思った。やはり言葉が持つイメージというのは重要な役割であり、IR にも

いずれ的確な日本語訳がなされなければならない。そういった意味で、IR の定義は何か、

ということをここでまず考えるのは無駄な話ではないと考える。 

実際のところ、アメリカにおいても IR の定義に関しては様々な意見が存在している4,5。

例えば、IR の全国協会である Association for Institutional Research(以下 AIR)は、IR

を“（組織としての）大学の理解、戦略、運営の改善につながる研究（research leading to 

improved understanding, planning and operating of institutions of postsecondary 

education）”と一応定義しているが、それが必ずしも IR の現状を示しきっているとは言

い難い6。それはひとえに、IR の役割が組織によって大いに変わるという背景がある。こ

こでは、様々な定義の中から、Volkwein（1999）7の言葉を紹介したい。Volkwein は、IR

を言葉で定義する代わりに、IR には通常以下の４つの役割があると述べている。 

 

• 情報に関する責任者としての IR（”IR as Information Authority”） 

• 政策分析者としての IR（”IR as Policy Analyst”） 

• スピンドクター8としての IR（”IR as Spin Doctor”） 

• 研究者としての IR（”IR as Scholar and Researcher”） 

 

この役割は、個人的な経験に照らし合わせても、IR の役割を的確に表している。まず最

初の情報に関する責任者という点において、IR というのは様々な方面から頻繁にデータ要

求を受ける。データの要求者は時には首脳陣であり、メディアであり、他の部署のスタッ

フ、もしくは教員など様々であるが、これは大学データに関する質問は IR に聞けばいいと

いう文化がアメリカの大学に出来上がっているからと言える。従って、例えば日本ではメ

ディアがランキングや卒業率調査などのために大学にデータ開示を求めるが、その担当者
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がアメリカでは IR になる。すなわち、IR から発表されるデータは大学の公式データであ

るという認識がアメリカでは出来上がっている。 

次の政策分析者という点に関して、IR は頻繁に組織状況の分析や政策の分析を行う。そ

してその結果を首脳陣に報告することによって、首脳陣は自分たちの組織に関する新たな

情報をつかみ、意思決定する上でより多角的な視点に立つことが可能となる。Volkwein は、

その役割を端的に、「首脳陣の教育（educate the management team)」9と定義している。

この役割は前述した AIR の定義とほぼ同義である。 

３番目の役割であるスピンドクターとは、一般的に情報を操って集団の心理をコントロ

ールする専門家のことを指し、アメリカの選挙キャンペーンなどで活躍する専門家のこと

だが、IR もそのような役割があると Volkwein は述べている。これは別の言葉で言えば、

データの解釈を時と場合に応じて使い分けるということを示している。それはどういうこ

とかというと、アメリカでよく使われる表現に「コップには水が半分しかないと見るかコ

ップには半分も水があると見るか」という言葉があるが、すなわち、同じ事象であっても、

解釈によって表現方法が大きく変わるということをこの言葉は意味している。例えば、卒

業率が 50%の大学があったとして、一般的には「半分しか卒業できていない」という見方

があるのに対し、見方によっては「半分も卒業できている」と捉えることも可能であると

いうことである。学者というのは発言の制約がないので組織の都合に関係なく意見を表現

できるという特権があるが、IR はやはり組織に雇われた従業員であるが故の制約があり、

学者ほど発言の自由が約束されていないというのは自分の経験から見ても当てはまる。従

って上記の卒業率の例を用いれば、50%の卒業率が低すぎると心の中では思っていたとして

も IR はそう表現をすることが許されないというケースは少なからずある。しかし、その一

方で完全に組織のイエスマンになってしまっては IR の存在意義はない。やはり IR として

重要な関心事は組織の発展であり、そのために真実を追究していくという作業は怠るべき

ではない。その作業が４番目に述べられた研究者としての IR であるといえる。いわばこの

スピンドクターとしての IR と研究者としての IR の両方の側面を抱えながら同時に進んで

いく、それが IR であると私は考える。 

ここまで IR の定義を考える中で、その役割という視点から IR を見てきたが、私は IR

というものを日本語で一言で言うならば、大学情報戦略室というのが一番近い訳なのでは

ないかと思う。もっとも私はこの訳に固執するつもりはないが、IR に関する議論が今後進

むうちに的確な日本語訳が出てきてくることを期待する。 

 

1-2 組織における IR の位置づけ 

IR を誰の管轄下におくべきかということも、日本の大学関係者の間でよく聞かれる質問

である。しかしこれに関しても、アメリカでは IR の定義同様、定まっていない。例えば、

私の働いていたミネソタ州のコミュニティカレッジでは教務部門担当副学長に IR は全て
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の報告を行っていた。しかし、大学によっては学長直結の IR もあったり、財務部門担当副

学長の管轄下にあったりというケースもあるが、一般的に大学の首脳陣の誰かに対して強

いパイプを持つように配置されているのが現在の IR の位置づけのように思う。ちなみに現

在の私の職場においては、これは州政府ではあるが、IR は President の管轄にあり、IR

のトップは大学で言うところの副学長のポジションを与えられている。 

Muffo（1999）10は、過去に行われた IR の組織における位置づけに関する調査を整理し、

その一覧を論文の中でまとめているが、それによれば、1997 年時点で、アメリカ、ニュー

イングランド地域にある大学では、34%が学長の直接管轄下、38%が教務担当の副学長に報

告を行っている。さらに 1995 年時点のアメリカ南部でも似たような傾向が見られ、24%が

学長、34%が教務担当の副学長に報告していることが分かっている。もっとも、データが

90 年代中ごろと多少古いので、それから変化していることも考えられるが、私の個人的な

意見として、あまり変化はしていないのではないかと思う。 

 

1-3 IR の規模 

先に紹介した Muffo（1999）の論文は、IR の部署のサイズに関しても言及している。そ

れによれば、ニューイングランド地域の大学のIRの平均スタッフ数は1997年時点で１人、

南部の大学は 4、5 人とばらつきが見られる。ちなみに、私の経験や他の同僚の話などから

考えてみると、多くの小規模大学は 1 人か 2 人がほとんどであり、大学の規模が大きくな

るに連れて IR のスタッフ人員も比例しているような印象を受ける。ちなみにミネソタの私

が勤務していたコミュニティカレッジ（学生数約 8 千人）はフルタイムの IR が 2 人、現在

の職場では 7 人である。 

話が多少それるが、これに関連して、かつて何回か「IR は何人必要か？」という質問を

日本の大学関係者から受けたことがある。この質問の背景を理解しないわけではないが、

IR が何人必要なのかと問う以前に、まずなぜ IR が必要なのかという問いかけがまずなさ

れなければならない。なぜならその問いに対する答えによって、IR の必要人数も変わって

くるし、また自然と何人 IR が必要かが分かってくるからである。この論理は IR を誰の担

当下におくべきかという議論にも当てはまるといえる。IR がなぜ必要なのか、どのような

役割を組織内で求められるのか、その答えは大学によって大きく異なってくるが故に、各

大学の首脳陣は IR というものを設置する際には、これらの「IR がなぜ必要なのか」そし

て「どのような役割を組織内で求められるのか」という問いかけに対して確固たる答えと

いうものを持っておかなければならない。 

 

1-4 IR の業務 

これより以下、具体的に IR はどのような業務を行うのかということを考察していく。

IR の業務には、様々な業務が存在し、組織によって業務内容も大きく異なる11。Volkwein
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（2008）12は最も一般的な IR の業務内容として、以下の４つをあげている。 

 

1. 外部及び内部に対する報告業務 （External and Internal Reporting） 

2. 戦略策定及び研究プロジェクト（Planning and Special Projects） 

3. データ管理及びテクニカル・サポート（Data Management and Technical Support） 

4. 研究開発（Research & Development） 

 

最初の報告業務は、政府やメディアに対する外部へのデータ提供、そして大学で定めら

れた年次報告書（例：ファクトブックなど）が含まれる。二つ目の戦略策定及び研究プロ

ジェクトは、大学の運営・戦略に直接関連してくる研究、例えば将来の収入予測や学生数

予測などがこのカテゴリーには含まれる。その次のデータ管理及びテクニカル・サポート

に関しては、Volkwein は詳しくその論文の中で言及していないが、おそらく IT スタッフ

との係わり合いの中で必要となってくる仕事内容を指していると推測される。最後の研究

開発は、２と内容は似ているのだが、Volkwein が例としてあげている活動内容から判断す

ると間接的に大学の運営に影響する研究と解釈することができる。 

とこのように述べたとしても、このエッセイを読んでいる方からすれば一体どういうこ

となのかあまりイメージがわかないのではないかと思う。確かに Volkwein の視点は IR の

業務内容を的確に表していると思うし、IR を知っている人が見ればイメージがつきやすい

が、IR を全く知らない人が見たらあまりイメージがわかないのでないかという印象を私は

持った。従って、ここで私が思う IR 業務内容を紹介していきたい。Volkwein は IR の業務

内容を機能別に分けてグループ化したが、私は仕事の流れを述べていく方が、イメージが

よりつきやすいのではないかと思ったので、IR の仕事を業務のサイクルという枠組みで捉

え直してみた。 

IR の仕事は以下のサイクルに集約される。すなわち、データを集め、分析・研究し、文

書にまとめ、首脳陣に提言を行い、そしてその提言を実行に移す。私の経験からみて、こ

れが IR の作業の簡単なサイクルである。（図 17-1 参照）そして、IR の日常業務はこのデ

ータ収集、分析、提言、政策実行のフィードバックシステムをいかに効率化し、スピード

アップしていくか、これに尽きるといえる。以下、一つ一つの IR の業務に関して、自身の

体験を交えて述べていきたい。 
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図 17-1 IR の仕事の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-4-1 データ収集 

データ収集と一言で言ってもその定義は一定ではない。またデータの種類によってもそ

の収集方法は異なってくる。具体的には、データの種類は以下のものに分類される。 

 

• 学生データ 

• 科目データ 

• 管理データ 

• 財務データ 

• その他 

 

学生データとは、いわゆる個人情報である。例えば、性別、生年月日、住所、学部、履

修科目、成績といったようなものである。入試関連のデータもここに含まれる。科目デー

タは、教員名、科目名、などといったデータ、管理データは、大学の運営上集めなければ

ならないデータであり、給料等といった従業員の個人情報、土地建造物に関する情報など

が含まれる。財務データは、大学の財務に関するデータである。そしてこれらの４つに分

類されないデータがある。それはアンケート調査や、特殊な目的のため、例えば自己評価

のために集められたデータ等であり、学生満足度調査や教授に対するアンケート、受講者

アンケート、卒業生調査等などがこのカテゴリーに含まれる。 

アメリカではほとんどの大学で、学生データ、科目データ、管理データ、そして財務デ

ータは自動的に収集されるシステムが出来上がっているのではないかと思われる。思われ

る、というのは、実際に何％の大学がそういうシステムを持っているのかということを表

した統計がない（もしくは知らない）というのが理由の一つと、その一方でそのようなシ

ステムがないという大学関係者にあったこともなければ聞いたこともないという極めて主

観的な理由から、思われる、という多少含みを持たせる言い方にした。 



 － 270 －

具体的な例として私が IR インターンとして勤務したコミュニティカレッジのケースを

紹介したい。ミネソタ州には二つの大学システムがある。ひとつは University of 

Minnesota というシステムで、このシステムには５つのキャンパスが含まれる。もうひと

つのシステムが、Minnesota State Colleges & Universities (MnSCU)であり、７つの 4

年制大学と、25 のコミュニティカレッジが含まれる。私の勤務していたコミュニティカレ

ッジは、この MnSCU に所属していた。 

私がこのコミュニティカレッジで働いていた当時、Integrated Statewide Records 

System（ISRS）というデータベースシステムを MnSCU がデータシステムとして持っていた。

（数年前の話なので、今もまだ MnSCU が ISRS を使い続けているかどうかは知らないが。）

この ISRS は、MnSCU 管轄にある 32 大学の全てのデータを日々中央に集めていた。例えば、

ある学生が履修科目を登録したとする。コース履修はオンラインで行われることが義務付

けられているため、コース履修はインターネット上で行われる。その情報は、ISRS に瞬時

に送られる。また、例えばアドミッションオフィスが出願書類を受け取ったとする。受験

書類担当者が受験者の情報を入力すると、その情報は ISRS に保存される、といったように、

ISRS はデータ収集のプロセスを簡易化することをその一つの目的とし、自動的に大学の全

てのデータが入力と同時に中央に集まり、日々最新のデータが自動的に更新されるという

システムである。 

Institutional Researcher としての私の仕事は、この ISRS にアクセスして必要なデー

タを取り寄せるということであった。この ISRS には誰しもがアクセスできるわけではなく、

誰に許可を取ったかまでは覚えていないが、許可を申請しなければならなかった。また、

アクセスできるデータも制限があり、私がアクセスできたデータは学生データ、科目デー

タに限られていた。私の上司である Director は、ほぼ全てのデータにアクセスできていた。

もっとも、これは自分たちの大学に関するデータのみであり、他の大学のデータへは当然

アクセスはできないようになっていた。 

日本の高等教育関係者の方たちと IR の話をするときに、よくこのデータ収集の話が出

てくるが、その度に、データ収集に関する IR の役割に対して、日米のニュアンスの違いを

感じる。アメリカにおいては IR におけるデータ収集という言葉は Data Collection という

よりも、Data Retrieving、すなわちデータにアクセスするという意味合いで使われる。す

なわち、上記の MnSCU の例で言えば、ISRS がデータを集めるのが Data Collection にあた

り、私が ISRS にアクセスして必要なデータを手に入れるのが Data Retrieving である。 

これは個人的な意見であるが、アンケート調査を除き、データ収集（Data Collection）

は IR の仕事ではない。日本でよく聞く話は、学部の壁が強く、データを学部の外に出さな

いという文化があり、IR はまずそういった学部の人たちと話をしてデータをひとつひとつ

集める努力をしなければならない、ということであるが、そういう人たちからデータを集

めるというのは IR の本来の仕事ではない。それは IT の仕事であり、IT がまず中央にデー
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タを集めるシステムを作る必要がある。また IR の専門知識ではそういったデータ収集自動

システムを作ることは不可能である。IR のデータ収集の役割は、IT がどのようなデータベ

ースを構築すべきかに関して、IR の観点からフィードバックを与えるくらいである。日本

の大学にはまだ、そういったデータ収集システムがないところがほとんどであるという印

象を持っているが、そういった大学は、まずデータ収集システムの構築を急ぐべきである。

それなしに IR を設置したところで、IR が本来の役割を果たしていくことは不可能に近い

といえる。 

しかし、多少問題の次元は異なるが、似たような課題を抱えていている大学はアメリカ

にも少なからず存在する13。例えば、人事に関するデータベースと学生に関するデータは

別のシステムといったように、機能・目的別に応じて複数のデータベースシステムが存在

しているケースは未だよく聞かれる話である。データシステムが複数存在している、それ

自体が根本的な問題ではないが、一番の問題は、それらのデータベースが全くリンクされ

ていないことである。近年、Banner, Datatel, Oracle, PeopleSoft, and Sybase などが

より高度なリレーショナルデータベースシステムを開発し、大学はそれらのシステムを利

用することによって、キャンパス内に乱立しているデータベースを統合し、データの集権

化が図られてきているが、大学経営に役立つデータシステムの構築は未だに多くの大学が

格闘している課題の一つである 13。また、そのようなデータシステムが構築されたとして

も、データに関する法整備が追いついていなかったりと、大学にそのシステムを使いこな

すだけのキャパシティが欠けている場合がある。これに関してどう対処をしていけばよい

か、興味のある方は Levy（2008）13の論文に比較的詳しくその対処法が書かれているので

それを読まれることを薦める。 

1-4-2 分析作業 

分析作業こそ IR の本領である。しかしそうはいってもその内容は多岐に渡る。一般的

に IR の分析作業は大きく２つのカテゴリー、すなわち報告・リポート（Report）と研究

（Research）に分けられる。そして研究は、大学の戦略・運営と直接関係のある研究と間

接的な関係をもつ研究に分けられ、そして私は更にそれにコンサルティングを加えた。コ

ンサルティング業務に関しては後述するが、一言で言えば首脳陣以外の大学関係者、すな

わち大学の学部・学科・部署などの運営をサポートする業務のことである。以下の図 17-2

にその一覧をまとめてみた。私の意見は後者の研究活動こそが IR の本領を発揮すべき分野

であり、いかにここに IR がその労働力を投入できるか、ここで IR の良し悪しが決まって

くるといっても過言ではない。ともあれ、ここでは、この２つの業務に関して、具体例を

出しつつ述べていきたい。 
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図 17-2 分析業務一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-4-2-A リポート業務 

リポート業務は大きく二つに分けられる。一つは内部向けリポート、そしてもう一つは

外部に対する情報公開業務である。内部とは、各大学で定められた年次報告書などの文書

を指し、情報公開業務とは、政府に対する報告業務、メディアに対してデータ提供などが

含まれる。アメリカのパブリック大学では内部・外部リポート両方とも公的情報のため、

開示を求められたら内部向け情報であっても情報を公開しなければならない。私立大学は、

基本的に情報公開の義務はない（これに関しては後述する）。 

 

内部向けリポート 

内部向けリポートに関して、当然のことながら大学には様々な資料・報告書が存在する。

これらの文書には大抵期限が決められていて、毎年ある時期までに作成されることが決め

られている。例えば、大学の基本的な情報を網羅したファクト・ブックなどがその例であ

る。また、報告は年単位とは限らない。毎月行う報告もあれば、毎日行う場合もある。例

えば、私の勤務していたミネソタ州のコミュニティカレッジでは、学期が始まる４０日前

から、来学期の学生履修状況の推移を、過去数年間のデータと比較して、IR が学長はじめ

首脳陣に毎朝報告していた。 

以下、具体例としてどのようなリポートが存在するか、いくつかを紹介したい。当然な

がらこれらは無数に存在する IR のリポート業務の氷山の一角に過ぎない。リポートはもっ

と多岐にわたっているし、大学によって内容や名称も大きく変わる。従って全てを網羅す
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ること自体がそもそも無理な試みである。しかし、これらはおそらくほとんどの大学が行

っている基本的なリポートだと考えられ、ここで紹介することは IR 業務の一端が多少なり

とも見えてくると思うので無駄なことではないだろう。 

 

Enrollment Report and Projection 

学生在籍者数に関するリポート。過去数年における学生数の推移を様々な角度から分析

する。通常、アメリカにおいて Enrollment Report は大きく２つの角度から分析される。

一つは学生人数（Headcount）であり、もう一つは履修単位数を基に算出される Full-time 

Equivalent(FTE)である。アメリカ教育省は、１FTE を、年間 30 単位と定めている（ただ

しセメスター制の場合に限る。クォーター制の場合年 45 単位）。ただ大学によっては異な

るフォーミュラを用いて FTE を換算しているところもある。FTE を用いる背景としては、

アメリカの多くの大学は、予算を決める際、学生人数ではなく、FTE 総数に基づいて予算

配分を決めるということが挙げられる。個人的にも FTE を用いた方が、より正確な教育状

況が把握されるというのは間違いではないといえる。 

この FTE に関しては、日本でも導入されるべきコンセプトであると思う。日本において

は、学生のほとんどがフルタイムだから FTE はあまり必要ないという意見もあるが、大学

4 年生などは就職活動でほとんど授業を履修していない学生などが大半であり、「大学在籍

者数」イコール「大学で教育を受けている学生の数」となっていないのが現状ではないだ

ろうか。財政状況がますます厳しくなる昨今、より効果的な大学運営を行うためには、教

育状況を正確に把握する必要があり、そのためにも FTE の活用は有用だと私は考える。 

 

Retention Report 

日本と違い、アメリカにおいては Retention Rate (歩留まり率)というのは政策関係者

の間で非常に大きな関心を集めている。それはひとえに、日本と違い、アメリカでは多く

の学生が途中で大学を去ってしまうという現状があるからである。例えば、私の働いてい

たミネソタ州のコミュニティカレッジでは秋に入学した学生の半数が次の学期には戻って

こないという大学であった。テネシー州では、一年後に戻ってくる学生の率は 4 年制の州

立大学で 81.5%、コミュニティカレッジでは 56.7%である（2007 年度入学者）。もちろんア

メリカのコミュニティカレッジは、様々な学生が在籍しており、ある特定の授業の履修が

目的だったり、パートタイムの学生として働きながら 10 年くらいかけて学位を取得すると

いったような学生が少数ではない。ゆえに大学の手の届かないところでのレベルの問題が

この Retention には少なからず影響しているが、現状ではこの Retention Rate は、大学の

業績を表している数少ない指標の一つであり、全く大学の責任が無いというのもまた極論

である。 

日本では、歩留まり率低い＝出口管理が厳しい＝教育の質が高い、といったような見方



 － 274 －

が少なからず存在するようだが14,15、アメリカではそういう見方にはならない。むしろ歩

留まり率低い＝学生へのサポートが不十分＝大学の質が低い、という意見が一般的であ 

る16。また、州立の大学、コミュニティカレッジは、納税者から多額のサポートを受けて

いる。ほとんどの州では、その額は、年度始めの学生者数を元に算出されている。従って、

例えばそのうち 50%が退学してしまったとする。政府は学生が最終的に学位を保持できる

ようにするためにサポートしているのであって、科目を取れるようにするためだけにサポ

ートしているのではない。そうすると、政府の観点からすれば、全投資の 50%が失敗に終

わっているということであり、歩留まり率を上げることは投資という観点から見て必要で

ある。故に歩留まり率・Retention Rate というのは非常に政策関係者の間で高い関心を集

めているのだが、このリポートは、一体どのような学生が途中退学をしやすいのかという

傾向を知る上で有効である。 

 

Graduation and Completion Report 

卒業率というのは、アメリカ高等教育界で最も重要視されている指標といっても過言で

はない。先述した Retention rate と同様、大学の業績を客観的に表す指標として重視され

ている指標である。州や国の政策レベルでは、4 年制の大学であれば 6 年以内に卒業する

学生の割合、2 年制の大学・コミュニティカレッジであれば 3 年以内に卒業する学生の割

合が最も重要視されている数値である。もっとも最近の流れとしては、この Graduation 

Rate のほかに、Time to Degree というコンセプトが広まり始めている。これは卒業までに

かかった時間という意味で、毎年卒業する学生の取得単位数、卒業までに要した年数など

を様々な角度から分析した指標で、近年大学の業績を図る上で重要な指標のひとつとして

認識され始めている。 

 

Faculty and Staff Salary Analysis 

これは、教員および職員の給与体系・および労働状況を分析することである。目的の一

つとして、性別、年齢その他能力とは関係の無い個人的な理由で差別が起きていないか、

というような公平さを調べたり、学部間格差を調査したりすることである。また、大学に

よっては、他大学との共同調査を行っているところもある。そうすることによって、自分

の大学の給与レベルが他の大学と比べてどの位置にあるのかを知ることができる。また、

教員の生産性もこれらの分析からある程度浮き彫りになってくる。そしてこれらの分析結

果等は教員を採用する際にも頻繁に使用される。この給与に関する分析に関してさらに興

味のある方は、New Directions for Institutional Research 第 115 号（2002 年秋）と 117

号（2003 年春）を参照されることを薦める。そこには、アメリカの大学がどのような分析

手法を用いて給与分析が行われているかに関しての特集が組まれている。 
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Course Saturation Report 

これは、私が勤務していたコミュニティカレッジで行われていたリポートだが、要する

に、大学が提供するすべての授業の履修状況を表すデータである。すなわち、全ての授業

には定員があり、その定員数に対して実際何%の履修者がいるのか、ということを示すリポ

ートである。これは大学が、必要な授業、不必要な授業を分別する上で有用なリポートで

ある。特に、私の所属していたコミュニティカレッジでは、教養科目以外に、職業専門コ

ースも提供していたので、この分野の授業は入れ替わりが激しかったことを記憶している。

職業専門コースは通常地域の雇用と密接に関連しているので、雇用に対する需要が減れば

その授業を履修する学生数は激減し、需要が増えれば学生が殺到するというような状況で

あった。従って、数年前まで学生が殺到していた授業がその後空席が目立つようになり、

後に授業自体が縮小・閉鎖されるというパターンも少なからず存在していた。 

 

外部向けリポート：情報公開業務 

アメリカの大学において IR の大きな作業の１つはこの情報公開業務だといえる。別の

見方をすれば、IR が大学のデータに関する公式スポークスパーソンの役割を担っていると

いうことである。ここでは、以下どのような情報公開業務があるのか、そのいくつかを述

べていく。 

 

Integrates Postsecondary Education Data Systems (IPEDS) 

通称 IPEDS（アイペズ）。連邦政府に対する報告業務17で、連邦政府の奨学金プログラム

に参加する大学は機関レベルのデータを毎年報告する義務がある。業界用語で、Title IV 

institutions という言い方があるが、それは連邦政府の奨学金プログラムに参加している

大学のことを指す。連邦政府がどのように高等教育に関わるべきなのかを定めた Higher 

Education Act の第４章に奨学金に関するセクションがあり、そこからこの言葉は由来し

ている。もしデータ報告を怠ったりデータ提出が遅れた場合、罰金、さらに最悪の場合は

奨学金プログラムから除名されるという極めて厳しいペナルティが課されるため、近年の

データ収集率はほぼ 100%である。州立・私立問わず、ほとんど全ての大学がこの IPEDS に

データを報告している。 

IPEDS が集めるデータは膨大であり、年３回（秋・冬・春）に分けて集められる。まず

秋のデータ収集は、大学に関する基本情報（Institutional Characteristics）、 卒業に関

するデータ（Completions）、 そして在籍学生数に関するデータ（12-Month Enrollment）

である。大学は 9 月の最初から 10 月の中旬までの間にこれらのデータを提出しなければな

らない。データ提出の作業は全て Web 上で行われる。冬のデータ収集は大学の教職員に関

するデータ(Employees by Assigned Position, Salaries, and Fall Staff)、秋学期の在

籍学生数に関するデータ（Fall Enrollment）、そして前年度の財政に関するデータである
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（Finance）。12 月の最初から 2 月の最初にかけてこのデータは回収される。ただし、在籍

学生数と財政に関しては春に提出しても構わない。春のデータ収集は、奨学金と卒業率に

関するデータである。データ報告期間は 3 月の最初から 4 月の終わりである。このように

年３回、計８つの分野にわたって行われる IPEDS への報告業務だが、そのデータ総数は膨

大であり、各大学の IR は IPEDS へのデータ報告に対して大きな時間が割かれるという現実

がある。大学によってはIPEDS専門のIRスタッフを雇っているところもあるくらいである。

もっとも、大学によっては、毎年のことなので全体の業務を自動化してしまっているとこ

ろが増えてきているが、それでも大きな業務の一つであることには変わりない。 

話がそれるが、IPEDS に関して、National Center for Education Statistics (以下 NCES)

というアメリカ教育省傘下の組織がデータ収集を行っているが、NCES は、IPEDS で集めら

れたデータを私立州立問わず全てインターネット上で公開している。NCES はデータの積極

的公開を推進してきており、現在では 1984 年以降集められた IPEDS のデータ全てインター

ネット上で誰でもダウンロードできるようになっている。IPEDS のデータが近年高等教育

研究の発展に果たした貢献は計り知れない。日本の大学も学校基本調査など、いくつかの

調査が行われてきているが、IPEDS のように、それらのデータをインターネット上で過去

から遡って全て公開すべきだと思う。アメリカ連邦政府は、奨学金プログラムを盾にとっ

て、各大学の情報公開を推し進めた。日本の場合、運営費交付金や私学助成金で多大な税

金が高等教育に投入されているのであるから、それを受け取る対価として情報公開を推進

していってもいいのではないか。データが公開されればされるほど、高等教育政策研究の

質と量が増え、健全な政策議論の発展につながっていくと私は考える。 

 

州政府に対する報告義務 

アメリカの大学は、当然ながら州政府に対しても報告義務がある。基本的に高等教育は

州が最終責任者的な役割を担っているので、大学は連邦政府以上に踏み込んだ報告をしな

ければならないのが一般的である。ただし、多くの州では、それはパブリックの大学のみ

に限られる。例外として、州の奨学金プログラムに参加したり州の助成金を受け取ってい

る私立大学18は州への報告が義務付けられている。私の勤務しているテネシー州は、奨学

金プログラムに参加している私立大学はデータ提出の義務がある。どのような報告義務が

あるかは、州によって大きく異なる。先述した MnSCU のように自動データ収集システムを

保持しているところもあれば、テネシー州のように、秋、春、そして夏と年３回データ収

集を行うケースもある。 

テネシー州は、連邦政府とは違い、大学の機関データではなく、個人情報を各大学から

収集する。このようなデータ収集を行っているのはテネシー州だけではなく、現時点では

アメリカ 50 州のうち約 40 の州がこのような方法で個人情報を管理している19。テネシー

州はその個人情報のデータ収集を 1994 年から始め、現在にまで至っている。各大学は学期
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が始まってから14日目の時点でのデータを各大学を管轄するシステムオフィス20に提出し、

各システムオフィスはそれらの大学のファイルを集めた上で、州政府に提出するシステム

を採用している。Enrollment File(在籍している学生に関するデータ)は年 3 回集められ、

Completion File（卒業者に関するデータ）は年１回集められる。収集する主なデータは以

下である。 

 

Enrollment File (在籍している学生に関するデータ): 

• 大学 

• システム 

• 学生の ID 番号(Social Security Number) 

• 性別 

• 誕生年 

• 人種 

• Resident Status21 

• アメリカ国籍保持者（Yes or No） 

• 出身地の Zip Code22 

• 出身州 

• 出身郡 

• 学年 

• 専攻 

• 履修単位 

• 学費徴収状況23 

• 合計取得単位 

• GPA 平均 

 

Completion File（卒業に関するデータ） 

• 大学 

• システム 

• 学生の ID 番号(Social Security Number) 

• 第１専攻 

• 第２専攻（もしあれば） 

• 卒業年度 

• 卒業学期 

• 学位レベル 
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政府機関以外への報告業務 

アメリカの大学は政府機関以外に対しても様々データ提供を行っている。具体例を挙げ

れば、ランキングで有名な US News や Peterson などといったメディア関係者へのデータ提

供がその例として挙げられる。また別の例として、多くの大学は National Collegiate 

Athletic Association(以下 NCAA)にもデータ報告を行っている。NCAA は、大学スポーツ、

特にスポーツ奨学生に関するルールなどを取り仕切る団体であり、NCAA に所属する大学に

様々な条件を課しているが、その中の一つがデータ報告義務である。また、教員の全国協

会である American Association of University Professors (ＡＡＵＰ)なども、教員の給

与に関するデータを各大学から集めている。これら様々なデータ報告業務に対して、大学

の窓口となっているのが IR であるということが一般的である。 

データ公開の責任者を一元化するということは大学の信頼を守るという点でも必要で

ある。例えば、昨年読売新聞が行った「『大学の実力』調査」などはその例を如実に物語っ

ているといえる。調査結果が掲載された後、複数の大学がデータの修正を要求したり、も

しくは大学側が誰がデータをメディアに伝えたのかわかっていないケースなどが報道され

ていたが24、これは大手の上場企業などではありえない行為であり、これらの大学は自ら

の情報すらも管理できない組織というレッテルを貼られてしまいかねない。今後ますます

メディアをはじめとする大学外部からのデータ要求が増えてくると予想されるが、データ

に関する窓口は IR がその役割を担うのが最適である。 

ところでアメリカにおいては、州立大学は税金で経営が成り立っているので、このよう

なデータ要求、特にメディアからの要求には答える義務が発生するが、私立大学はこのよ

うなデータ要求に絶対こたえなければいけないという義務があるわけではない。しかし、

現実的には多くの私立大学がメディアにデータを提供している。それには様々な理由が挙

げられるが、一つはこれらのメディアが機関レベルのデータを集めているのであって個人

情報を集めているわけではないこと、さらにメディアが集めている情報は既に IPEDS など

で公開されているデータと重複している場合が多いということ、そしてデータを提供する

見返りとしてこれらのメディア関係機関は魅力的なサービスを提供している（他の大学の

データにアクセスできるということやコンサルティングサービス等）ということが挙げら

れる。 

1-4-2-B 研究業務 

前節では、基本的なリポート業務の概要の紹介をしてきた。この節においては、IR の分

析業務のもう１つの核である研究業務に焦点を当てていく。ここで私は、先述した

Volkwein(2008)の論文を参考に、研究業務を３つに分類した。１つは、大学運営・戦略に

直接関わる研究、次に、大学運営・戦略に間接的に関わる研究、そして最後にコンサルテ

ィングである。以下、１つ１つの業務に対して若干の説明を加えていきたい。 
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大学運営・戦略に直接関わる研究 

このカテゴリーには無数の研究が存在するが、基本的には財務関連の分析がここに分類

されるといえる。Volkwein が研究例として、学生数予測、収入予測などを挙げている。実

際、多くの大学では、将来の出願者数、学生在籍者数、そして FTE の将来予測を行う。予

算を決定する上で、将来の予測というのは必要不可欠な情報であり、将来の予測なしに、

今後の戦略を立てることは不可能といっても過言ではない25,26。州によっては、州が大学

に学生予測を毎年発表することを義務付けている場合もある（バージニア州27）。ただ予測

の手法に関しては、研究者の価値観が大いに影響するため、様々な手法が用いられ、万人

が受け入れる手法というのは確立されていない。 

そしてもう一つの収入予測というのは、今後の大学の収入が学生数の変化に応じてどう

変化していくのかをモデル化したものであり、学費をどこまで値上げすることができて、

どうすれば収入を最大化できるかというシナリオを提供する分析である。一般的な例は、

このモデルに奨学金の要因を組み込み、そしてどの学生にどれだけ奨学金を付与すれば大

学の収入が最大化されるのかをはじき出し、それに応じて入試課が学生の入学の合否を判

断するというパターンである。もちろん、この分析手法は高度な統計学の知識を必要とし、

全ての IR がそのような分析ができるスキルを持っているとは限らないが、このような分析

を行っている IR は数多く存在する。 

一方、似たような研究に、Student Flow Model というものがある。これはアメリカの大

学の特徴が大いに表れている研究だが、学生が卒業するまでにどのような経路をたどって

いくのかというのをシュミレーションしたものである。日本と違い、アメリカの大学は学

生が専攻を変更するのが容易である。従って、卒業するまでに専攻を何回も変更する、と

いうのは少なからず存在するケースである。この専攻の変遷を理解することは二つの意味

で重要である。一つは、学部に配分される予算の変化の予測ができるようになるというこ

と28、そしてもう一つは学生の専攻変化のパターンを理解することによって、学部の長所

及び短所、そして学生の需要がより深い次元で理解できるようになるという点である。例

えばある学部から別の学部への流出が分析結果で発見されたとする。その結果、大学首脳

陣としてはなぜそのような流出が起こっているのか、どのように食い止めればいいのか、

それとも流出元の学部自体を閉鎖した方がいいのか、というような議論につながっていく。 

Volkwein がその他挙げている例に、ベンチマーク研究というものがある。これには色々

なパターンが存在するが、一言で言えば比較研究である。他の大学の同じ学部と比較研究

を行ったり、大学内の異なる学部同士を様々な観点から比較したりすることによって、学

部・学科もしくは大学の長所及び弱点を明らかにするという試みである。例としては

Academic Program Review があげられる。これは、一言で言えば各学部・学科のプロフィ

ールで、予算配分の際重視される業績評価リポートである。いわゆる学部学科の評価を行

うリポートともいえる。多くの大学がこのようなリポートを毎年作成しているが、その内
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容は大学によって大きく異なる。それは各大学が異なる文化・ミッションを持っているか

らであり、また大学が重点を置いている政策などもまた変わってくるからである。例えば

研究に力を入れている大学であれば、研究業績に秀でている学科により報酬が出るような

評価システムを構築し、教育に力を入れている大学は教育実績を重視する評価システムと

なる。 

それでは、研究業績、教育業績をどのように評価するのかという話だが、結論から言う

と、当然ながら一般化された方程式のようなものは存在しない。研究や教育の質といった

主観的な要素の強いものを客観的にすべて数値化するというのはそもそも不可能な話であ

る。かといって何もせずに放置しておくというのはアメリカでは起こりえない。そういっ

た場合、アメリカの大学では代替変数、すなわち研究・教育業績と密接な関連を持ってい

ると思われ、かつ数値化できる指標を用いて評価を行う。次にでは一体どうやって使用す

る指標を決めるのかというと、それは話し合いである。関係者を集め、フィードバックを

得た上で、合意の下どのような指標を用いるかを決定していく。自分の経験上、アメリカ

の高等教育界はこの合意を形成していく事が非常に上手である。アメリカの合意形成プロ

セスの特徴は、とにかく関係する人全ての声を集める、ということに尽きる。大体批判と

いうのは、意思決定プロセスから除外された人たちから起こるというのをアメリカ高等教

育関係者は熟知している。このような合意の下決められた評価システムは、その数値が業

績の全てを表すわけではないという批判は常につきものであるものの、関係者からは一定

の評価を得ることに成功しているといえる。 

 

大学運営・戦略に間接的に関わる研究 

次に、大学運営・戦略に間接的に関わる研究を私なりに定義してみると、それは大学キ

ャンパス及び学生の理解度を深める研究と言える。日本では IR というと、経営に直接関係

のある研究中心に従事するというイメージが強いようだが、IR の研究テーマはそれだけに

とどまらない。いわば経営に直接影響を与える研究を支える研究というのがこの分類に当

てはまるといえる。具体例の一つとしてアンケート調査などが挙げられ、在学生及び卒業

生に対する満足度調査などはその筆頭に上げられるといえる。これらの調査結果が大学の

経営に直接影響を与えるわけではないが、これらの結果を知っていると知らないとでは、

経営に長期的にみて大きく影響を与えるという点で「間接的」な研究に分類した。 

私事で恐縮だが、別の具体例として私の過去の仕事を紹介したい。かつて私が作り上げ

たものに、GPA 予測モデルというものがある。これは回帰分析を用いて、高校の成績をも

とに大学１年終了時の GPA を予測するモデルだが、こういった類の研究は「間接的」な研

究に含まれる。そもそもこのモデルを作った背景には、途中で退学してしまう学生が多い

テネシー州の現状があった。その一番の理由は大学の授業についていくだけの学力レベル

がないまま大学に入学してしまったということがあるのだが、当時はそれは仮説でしかな
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かった。すなわち、「おそらく高校時代の成績と大学の成績はリンクしているのであろう」

という感覚的なレベルの理解であったものだが、このモデルによってその仮説をデータの

上から証明し、また実際どれくらいの関連性があるのかをデータで示したのがこのツール

といえる。この研究自体は直接的に経営とは接点を持たないが、高校の成績と大学の成績

の関連性を感覚次元での理解でしかないのと、データに基づいた理解を比較した場合、政

策議論において説得力を持つのは断然後者であり、政策決定の際に有力な情報を提供する。

あくまでも「間接的」な研究の一例として、ここで紹介しておきたい。 

その他の「大学運営・戦略に間接的に関わる研究」の例として、全国規模で行われる調

査への参加などもあげられる。代表的な例は、インディアナ大学に事務所を置く、National 

Survey of Student Engagement(NSSE)29、デラウェア大学の IR 部門が行う Delaware Cost 

Study（デラウェア・スタディ）30などがある。NSSE は、学生の生活・活動状況を様々な観

点から調査するアンケート調査であり、2000 年の発足以来、1200 以上の大学がこの調査に

参加している31。このアンケート調査に参加した大学は、アンケート結果を他の大学や全

国平均などと比較することができ、大学の政策決定に役立つ情報を得ることができる32。

一方、デラウェア・スタディは、教育費用に関する研究であり、学部ごとに、学生一人当

たり教育する上で実際にどれくらいの費用がかかっているのかを調査する。NSSE 同様、こ

の調査に参加した大学は、他の大学や全国平均と比較研究することができるというメリッ

トがある33。これらの全国調査の実施やデータ分析を担当するのは IR の役割であるところ

が多い。 

 

コンサルティング業務 

コンサルティング業務は、各学部や学科、もしくは部署の運営のアドバイザー的な存在

として関わっていくと言い換えることできる。例えば、私の勤務していたコミュニティカ

レッジでは、マーケティング部門があり、学生のリクルートを推進するにはどうしたらい

いのかというアドバイスを求められ、現在の州政府の仕事では、ある大学から、学生アド

バイザー制度の拡充を推進したいがその協力をしてほしい、などといったような要請を受

けたことがある。 

IR が行うコンサルタントは２つの意味がある。１つは、組織内における IR の存在感の

増加であり、もう１つは組織全体の教育である。IR が機能するために、組織内における IR

の存在感というのは言うまでもなく非常に大事である。それはいわば発言力と比例してい

る部分であり、組織内のプレゼンス、信頼感が増せばその分 IR の影響力が増す。従って、

私は、こういう問い合わせにはできるだけ対応するように心がけてきた。 

もう１つの組織の教育という意味において、これは、データ重視の文化を組織内に浸透

させるという言葉に置き換えることができる。コンサルティング業務は、データの重要性

を組織内に推進するという効果を生み出す。データを重視しなければならないのは首脳陣
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だけではない。各部署もそれぞれの責任・予算があり、その範囲内で効果的な運営を行う

必要があり、必然的にデータ重視の運営が求められる。ミシガン大学はデータ管理の原則

として、「データの価値は（中略）…データが広くそして適切に使用されることによって増

加する。一方その価値は誤って使用、解釈、変化されたり、また不必要にアクセスを制限

してしまうことによって減少する。」34と述べているが、コンサルティングは、「データが

広くそして適切に使用」されるように現場のスタッフを「教育」するという効果がある。

そしてこのデータ重視の文化が首脳陣だけでなく、組織全体に根付くようになれば、それ

は組織としてより効果的な運営へとつながっていく。 

1-4-2-C 政策提言・実行 

IR の業務サイクルの最後を担うのが政策提言・実行である。IR は研究の結果に基づい

て、首脳陣に対して具体的な提言を行う。そして、提言を行うだけでなく、時にはその政

策実行の舵をとる場合もある。例えば、IR が行った研究の結果、その政策の実行のための

特別委員会を設置することになり、その委員会の運営中心者に IR が就任するというケース

がある。以下は今の職場の例で、州政府の例だが、IR の政策実行のために担う役割を端的

に示しており、キャンパスにおける IR の役割にも通じるところがあるので紹介したい。 

その前に、テネシー州の高等教育を取り巻く環境を簡単に説明したい。テネシー州の高

等教育の一番の課題として、卒業率の増加が挙げられる。現在の予算レベルで、いかによ

り多くの卒業生を輩出するかが現在の最も重要な高等教育政策課題であり、州政府として

各大学をその課題により積極的に取り組んでいくように州の高等教育界の方向付けを行う

ということがアジェンダの中心となっている。このいわゆる「大学の生産性」の増加はテ

ネシー州だけではなく、アメリカ全体の流れといえる。35 

この流れを支援する形で、アメリカ・インディアナ州に本拠地を構える私立財団、ルミ

ナ財団36 が、数年前、Making Opportunity Affordable（以下 MOA）37という巨大な助成金

プログラムを発表した。これはすなわち、州政府を対象に、大学の質を保ちつつも高等教

育の生産性（すなわち卒業率の増加）を高める取り組みを支援するプログラムである。こ

れは複数年のプログラムであり、２回にわたって助成金受給者の選考が行われる。まず最

初の一年は”Learning Year” として、応募者は州としての戦略計画を提出する。まずこ

こで大半の州がふるい落とされ、このグラントに対して、37 の州が応募し、11 の州が選ば

れた。この 11 の州には約 1500 万円支給され、戦略計画の初期段階を実行する。そして、

選考第２段階では、初期段階における目標達成状況を見て、さらに５つの州に絞り込まれ

る。この５つの州は次の 4 年間で最大 2 億円の助成額を受け取ることができる。現在は、

第１選考がちょうど終了したところである。テネシー州は第１選考を突破し、計画の実行

段階に入っている。そしてこのプロセスで重要な役割を果たしてきたのが、THEC の IR で

ある。THEC の IR はこの一連のプロセスで中心的な役割を担ってきた。まず関係者を集め

た会合を開催し、それぞれから意見を吸い上げ、文書化し、プロポーザルを提出し、プロ
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ポーザルが選考を通過した後、そこに示された計画の実行者として直接指揮を執る。これ

はまさに IR が政策実行に関わる１つの例といえるのでここで紹介しておきたい。 

1-4-2-D 第３者評価機関への報告(Accreditation) 

以上、IRの業務を簡単に述べてきたが、ここで認証評価におけるIRの役割にも多少触れ

ておきたい。日本で言う第３者認証評価に関連する業務は近年、アメリカのIRの業務で大

きな比重を占めてきている。もちろん、キャンパスによってIRの関わり方は様々である。

ある大学では、IRとは別に評価担当の部署があるところもあれば、IRの重要な役割の一つ

となっているところもある。ただ一般的にIRがどのように認証評価プロセスに関わってい

るかに関しては、本稿の最初で紹介したVolkweinの４つの役割のうち、 「情報に関する責

任者としてのIR」として認証評価作業に関わっているパターンが多いといえる。すなわち、

認証評価を担当する責任者が別にいて、彼らをデータ提供という観点からサポートすると

いう役割である。この評価作業におけるIRの関わり方に関しては、Dodd（2004）38に詳し

く書かれているので、興味がある方はそちらを参照してほしい。 

 

1-5 IR に必要なスキル-新しいタイプの労働者 

情報技術の急速な進展によって、現在の世界経済が知識基盤型の社会へとシフトしつつ

あることは否定できない事実である39。そして今まで歴史が示してきたように、経済体系

が新しい形へとシフトする時、その中で新しいタイプの労働者が登場する。Drucker 

(1994)40は論文の中で、この新しいタイプの労働者を「Knowledge Worker」と呼び、次の

ように定義している。すなわち、この労働者たちは①「高いレベルの教育を受け、論理・

分析力を獲得し応用する能力（”…a good deal of formal education and the ability to 

acquire and to apply theoretical and analytical knowledge”－筆者訳）」を持ち、②

「常に学び続けるという習慣（”…a habit of continuous learning” －筆者訳）」を必

要とする。そして Drucker は更に、昔ながらの「Industrial Worker」は単純に経験を積め

ば「Knowledge Worker」になれるわけではないと断言し、この「Knowledge Worker」が今

までのタイプとは全く異なる労働者群だと述べている。 

そして、IR はこの Drucker のいう「Knowledge Worker」の２つの特徴をまさに体現して

いる。これも昨夏日本に一時帰国したときの話だが、IR に関して多くの大学関係者の方が

共通して言われていたことに、「IR ができる人がなかなかいない」ということがあった。

この現象は、IR という仕事が特殊の知識と技能を要求するいわゆる知識ベース(knowledge 

base)の仕事であり、経済体系が知識産業中心の形態へと移行する中で出てきた新しいタイ

プの労働者ということを現実的な側面から裏付けている。まだまだ経済体系が移行期にあ

る社会状況では、そういったスキルを保持する労働者を見つけ、雇うことは簡単なことで

はない。確かに、それはアメリカでも似たような状況であり、IR の労働市場は未だにどち

らかといえば売り手市場といえる。それが IR に従事する人たちが教育のバックグラウンド
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からだけではなく、様々なバックグラウンドを持った人たちが集まる業界となっている大

きな理由の一つではないのかと個人的には思う。 

Volkwein（2008）41によれば、IR に従事する人たちの最終学位における専攻は、2003 年

時点で以下のように分類されている。そしてほとんどが最低修士号を保持している。 

 

社会科学： 38% 

教育： 37% 

理数系： 8% 

ビジネス： 13% 

人文： 5% 

 

Terenzini (1999) 42は、IRに必要なスキルを、IRの業務を遂行するためのスキル

(Technical/Analytical Intelligence)、 組織の内部事情に対する理解度（Issues 

Intelligence）、 大学を大局観に立って俯瞰する力（Contextual Intelligence）の３つに

分類した。最初の「IRの業務を遂行するためのスキル」には、必要なソフトウェアを扱う

能力、研究を行う上で必要な手法（Methodology）に長けていること、業界用語に対する理

解、データベースに関する理解などが含まれる。次の、 「組織の内部事情に対する理解度」

は、組織の意思決定プロセス、組織における人間関係、組織の抱える課題など、IRの関わ

る組織に関する理解度を指す。Terenziniによれば、最初の「IRの業務を遂行するためのス

キル」は「組織の内部事情に対する理解度」があってこそ生かされるのであり、それなし

では「IRの業務を遂行するためのスキル」は「情報なきデータ、目的なきプロセス、問題

意識のない分析、質問なき答え（24ページ）（data without information, processes without 

purposes, analyses without problems, and answers without questions）」に等しいと指

摘している。そして最後の「大学を大局観に立って俯瞰する力」は、２番目のスキルであ

る組織運営に関する理解より更に一歩踏み込んで、大学の歴史、ミッション、文化、社会

の中における存在感、政府・企業との関係性などの理解をもち、将来に対する明確なビジ

ョンを持つということに置き換えられる。２つのスキルだけだとIRは近視眼的な存在にな

ってしまい、この大局観からの視点だけだと現実離れした存在になってしまう。Terenzini

はこれらの３つの力がお互いに補完しあうことがIRにとって重要であり、これらのスキル

を備えた人物、もしくは部署が今後必要とされるIRだと述べている。 

今ここで述べた Terenzini の定義は、IR のスキルというものの全体像を理解する上では

有用な定義だが、しかしその定義はまだまだ抽象的であり、具体的にはいったいどういう

能力が必要なのかというところまで踏み込んでいない。そういった意味では、IR に関して

あまり知識を持ち合わせていない人からすれば、まだまだイメージがわきづらいと思う。

従って以下、IR に従事してきたものから見て、特に IR としての基礎的な能力である、「IR
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の業務を遂行するためのスキル」に関してもう少し具体的に述べていきたい。 

私の経験上、まず真っ先に IR として必要となるスキルは Research Design を構築する

ことができるということである。すなわち、全体感に立った上で研究課題を明らかにし、

その研究の目標達成のためにどのような手法を用いるべきかを判断することができ、そし

てリサーチのグランドデザインを描くことができるスキルである。アメリカの IR ディレク

ターの求人情報をみると、必要とされるスキルに関して、必ずリストにあがっているのが

この Research Design のスキルである。ちなみに Research Design に関連して、IR はよく

グラントプロポーザルなるものを書く。それは、外部資金を獲得するために、なぜその資

金が必要なのかを詳細に説明する文書のことだが、IR に携わるものはこういった文書を書

く力も重要な役割を果たす。 

次に研究を遂行する上で様々な分析手法に精通していることが IR には求められる。一

般的に、高等教育内における分析手法に関しては、大きく二つにそのアプローチを分ける

ことができる。一つは Quantitative Analysis（定量分析）、そしてもう一つは Qualitative 

Analysis（定性分析）である。理想としては両方のスキルを兼ね備えていることが望まし

いが、一般的には、IR は最初の定量分析のスキルが重要視されているといえる43,44。まれ

に両方のスキルを兼ね備えたパターンもあるが、それはまだまだ少数である。 

定量分析というとすぐ推測統計とイコールと考えてしまいがちだが、私の定義では定量

分析の力とはようするに数字を扱う力とイコールである。すなわち様々なデータを組み合

わせ、多角的な観点から見直し、新たな真実を浮き彫りにする力、そのデータをいわゆる

シンセサイズする力こそ定量分析にとって最も根本的かつ必要なスキルといえる。それは、

ようするに記述統計を使いこなす力と言い換えることもできる。記述統計は足し算、引き

算、掛け算、割り算さえできれば誰にでもできるので甘く見られがちなスキルかもしれな

いが、IR が行う多くの分析は記述統計でカバーできる。実際、記述統計しか使用していな

いものでも優れた研究というのは数多く存在する。以下の表はアメリカ・コミュニティカ

レッジの IR 関係者の分析手法の使用頻度を表したものだが、記述統計の重要さがここから

見て取れる45。（表 17-1 参照） 
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表 17-1 研究手法の使用頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記述統計に加えて、更に IR の仕事の幅を広げるのは推測統計の知識である。具体的に

は、以下のような分析手法を知っていると、IR としての仕事の幅が広がるといえる46。IR

の多くはこれらの統計に関する知識を大学院で身につける。IR に従事している人たちは多

くが Ph.D を保持しており、大学院の授業でこれらの統計知識を身につけてくる。 

 

• 重回帰分析 

• ロジスティック回帰 

• 分散分析 

• パス解析 

• 因子分析 

• 階層線形モデル 

• 構造方程式モデリング 

• 多変量分散分析 

 

ちなみに、上記の統計学の授業というのは、アメリカにおいては高等教育の大学院プロ

グラム内で提供されることはまずほとんどない。これは私の例だが、ミネソタ大学の大学

院で学んでいた時、私は統計の授業を数多く履修したが、私が受講した統計学の授業は全

て、教育心理学か応用経済学の教授によって教えられていた。その一つの理由として、高

等教育専攻の教授で高度な統計を教えることができる人が少ないという現状と、また他の
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学部の授業を利用することによって組織の無駄を省くという二つの理由が作用していたと

いえる。よく日本で、このような統計スキルを持っている人をどのように育てればよいの

かという話を聞くが、それは今後大学院が担っていく役割だといえる。学部レベルでこの

ようなスキルを教授することには限界がある。 

定性分析のスキルに関して、IR のコンテクストでは、それらは例えばインタビューや

Focus Group、アンケートの自由回答の傾向を見つけるためのテキスト分析などがその代表

的な手法としてあげられる47。大学院ではやはり、定性分析に関連した授業を提供してい

るところが数多くあるが、先に述べたように、IR の大多数は定量分析に特化した人が多い

といえる。 

Research Design、そして分析手法に加えて、同時に IR として重要になってくる能力は、

関連ソフトウェアを使いこなすということである。ソフトウェアに長けているということ

は、IR の生命線であるといえる。具体的には、マイクロソフト・ワード、エクセル、アク

セス、パワーポイント、そして統計ソフトウェアでいえば SPSS か SAS が一般的に求められ

ているといえる。以下の表 17-2 は、アメリカのコミュニティカレッジの IR を対象にそれ

ぞれのソフトウェアに対する熟練度を調査した結果である48。それによれば、IR が一番長

けているソフトウェアはエクセルであり、約８割の IR が上級レベルであると回答している。

統計ソフトは、SPSS の方が SAS より IR には普及していることが表から見て取れる。 

 

表 17-2 アメリカの IR のソフトウェアの熟練度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なおマイクロソフト・アクセスに関して、個人的にこれは IR は必ず使いこなせなけれ

ばいけないソフトウェアである。それはアクセスが大事であるというよりも、データベー

スに関する理解、特にリレーショナルデータベースに関して理解が IR の業務の遂行で重要

であるということなのだが、その知識があるのとないのとでは、IR の仕事の業務遂行にお

いて天と地の差が出てくる。したがって必ずしもアクセスに精通していなくてもよく、
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MySQL や SQL サーバー、Oracle などのようなデータベース管理ソフトウェアを使いこなせ

れば（これらはアクセスより高度なスキルを要求するソフトだが）それで全く構わない。

特に、IR をこれから立ち上げようという大学は、IR の部署にリレーショナルデータベース

に関する知識を持ち合わせている人を置くことを強く勧める。研究もできてリレーショナ

ルデータベースの知識も持ち合わせている人がいれば最適である。 

ここまで IR に必要な能力の例をいくつかあげてきたが、これだけだと IR の仕事が全て

データで語られる低温な世界とイメージされてしまうかもしれない。しかし、IR というの

はデータが扱えて統計ができればよいという単純な仕事ではない。それと同等、もしくは

それ以上に重要になってくるのはコミュニケーションスキルであり、ありふれた言葉を使

えば「人格」が非常に大きな役割を果たす仕事である。それは先述した Terenzini のいう

ところの「組織の内部事情に対する理解度」そして「大学を大局観に立って俯瞰する力」

へとつながってくる。現実においては、IR の仕事は特に IR 部門を率いるディレクターの

レベルになると、研究に従事する時間は実際にはあまりないといっていい。他の部署や首

脳陣、そして部下とのコミュニケーションなどに大半の時間を使い、その空いた時間で研

究を行うといったようなタフな生活が求められる。データといっても、勝手に人と人との

間を流れるわけではない。それを生かすも殺すも結局のところ、それを扱う人間の人格に

よって決まってくる。 

 

1-6 私の体験：どのようにして私は IR の世界に入っていったか 

ここで簡単に私がどのように IR の世界に入っていったのか、体験を簡単に述べさせて

いただきたい。自分のことを語るのは多少恥ずかしさが伴うが、IR とはどういうものなの

かを直感的に読者に理解していただく上で、私の限られた体験を語るということはマイナ

スではないと考える。 

私の IR としてのキャリアは 5 年半前に遡る。当時、ミネソタ大学の大学院において高

等教育（修士課程）を専攻していた私は、今後のキャリアプランを考えていた。2003 年の

夏休み、大学院生活も残すところあと一年、そろそろ就職活動を始めなければと考えてい

た私は、Chronicle of Higher Education49 の求人をパラパラめくっていた。当時アメリ

カに来て２年が過ぎようとしていたころであり、私はアメリカの大学で就職したいという

思いが強くなってきたころである。そして大学で就職するならば、Institutional 

Researcher がいいと自分の中では思っていた。しかし求人情報を見ていて、私は「これは

まずい」と思った。IR 関係の求人情報は沢山あるものの、今の私には到底できる仕事では

ないと痛感させられたからである。アメリカの大学業界において、求人広告は専門的な仕

事は特に、どのような人材を求めているのか、という記述が細かく明記されている。それ

はある意味、無理を承知で応募してくるような人を最初の時点で排除するシステムであり、

採用する側の作業を軽減する効果がある。ともあれ、私が眺めていた IR 関係の求人広告は
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どれも以下のような条件がついていたのを覚えている。 

 

• Research Design ができる 

• 統計の知識があり、SPSS もしくは SAS が使える 

• 修士号以上（分野：心理学、教育心理学、政治学、高等教育、公共政策等） 

• SQL Server, Oracle, PeopleSoft などのデータベースを扱ったことがある 

• Microsoft Office (Word, Excel, PowerPoint, Access)に精通している 

• IR として 1－3 年以上の経験 

 

この条件の中で一番私にとって痛かったのが最後の経験の部分である。統計は大学院の

授業を通してある程度の知識はついていたし、SPSS も授業を通していて習っていたものの、

IR としての経験は当然ながら全くなかった。さらに３番目の SQL Server, Oracle, 

PeopleSoft なんかにいたっては、その言葉の意味すら知らなかった。これでは就職どころ

ではない、と暗澹たる思いに駆られたのを今でも覚えている。しかし、へこんでいるだけ

では何も進まないので、私は対策を練ることにした。経験がないのならば今から経験をつ

むしかない、ということで私が取った作戦は、当時私が住んでいたミネソタ州ミネアポリ

ス市近郊にある約 25 の大学にある全ての大学の IR に、インターンとして採用してほしい

という E-mail を送るとことである。ポイントとしてはただでもいいから雇ってくれという

ことである。そのうち一つの大学から返事が来て、給料はあげられないが採用してあげよ

うということになった。それがミネアポリス市にある、2 年制のコミュニティカレッジで

ある。そして 2003 年の 9 月から Unpaid Institutional Research Intern として、私は週

20 時間働き始めた。 

当時のそのコミュニティカレッジの IR 部門は、Director と Research Analyst の２人

で運営されていた。２人とも修士号を持っていたが、両方とも専攻は社会学であり、

Director はこの職場に勤める前は企業で働いていて、Research Analyst は警察で犯罪者の

データ分析を行っていたということからもわかるように、高等教育のバックグラウンドは

このカレッジが初めてという人たちである。そして、この IR 部門は教務部門の管轄にあり、

教務部門の副学長に報告をするという構造になっていた。週に一度、Cabinet Meeting と

いうものがあり、そこでは学長と副学長が集まって議論を行うが、そこに IR Director も

参加していた。大学の経営に関する会議にランクを飛び越えて関われるという特権が IR

にはあり、キャリアとして IR の魅力とはそこにあった。 

ともあれ、私の最初の出勤の日、これからどういう仕事をするかという話し合いが行わ

れたのだが、最初に聞かれたのが、「Microsoft Access が使えるか？」ということであっ

た。ほとんど使ったことはなかったが、ここは見栄をはってでも仕事ができることを証明

しなければと息込んでいたわたしは、「もちろん」と答えた。じゃあこのリポートを作って
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くれといわれ、内容は覚えていないが、いざ取り組み始めたが、全く何をやっていいかも

わからなかった。結局、ボスも実は私が Access を全くわかってないことに早々に気づいた

ようで、このプロジェクトはやめておこうということになった。 

最終的にこのコミュニティカレッジでは２年間働くことになるが（途中で給料ももらえ

るようにもなり）、一番私が学んだことは Access の使い方であるといっても過言ではない。

Access を学んだことによって、リレーショナルデータベースの理解が深まり、私の IR と

しての生産性は大きく増すことになった。リレーショナルデータベースを知ることはその

後の私のキャリアにとって大いにプラスとなり、今後もそうなっていくと思う。もし今後

IR をキャリアにしていきたいという人がいるならば、リレーショナルデータベースの知識

は必須であると思う。 

 

1-7 アメリカにおける今後の IR の展開 

今後のアメリカにおける IR の展開に関しては様々な意見がある。Volkwein（2008）は、

組織としての IR を４つに分類した。 

 

• Craft Structure （技術者組織） 

 

リポート作業やデータ要求などにほとんどの時間を費やしている。少人数（1－2

人）の IR によく見られる傾向。このケースの IR の場合、Ph.D を持っていない IR

がほとんどである。IR の発展段階でいうと幼少期に当たる。 

 

• Adhocracy（非官僚的組織） 

 

IR の役割がいくつかの大きなカテゴリーに区別されているケース（例：リポート

担当、政府報告担当等）。2－3 人の IR 部署によく見られる傾向。ほとんどの研究

活動は IR が所属している部門（例：教務部門、財政部門等）内の研究活動に制限

されているケースが多い。IR の発展段階でいうと青年期に当たる。Ph.D 保持者の

IR も少なからずいるが修士号保持者で長年の経験を持つ IR が多くを占める。 

 

• Professional Bureaucracy（プロ官僚組織） 

 

最低 4 人の IR がいる。最低一人は Ph.D 保持者であり、それに加えて 10 年以上の

経験を持つスタッフが大抵のケース存在する。数人の基礎的な IR の業務をこなす

スタッフに、高度な分析能力を必要とする研究に従事するスタッフがいる。いわゆ

る IR の理想に近い形態。 



第 17 章 アメリカの Institutional Research IR とはなにか？ 

 

 － 291 －

• Elaborate Profusion（分散型組織） 

 

IR がキャンパス中にいくつも存在するパターン。多くの研究型大学に見られるパ

ターン。それぞれの IR 活動の統制は中央で管理されていないケースが多い。 

 

Volkwein は、IR は Craft Structure（技術者組織）から始まり、Adhocracy（非官僚的

専門家組織）へと発展し、Professional Bureaucracy（プロ官僚組織）もしくは Elaborate 

Profusion（分散型組織）へと発展していくと述べている。別の見方として、Professional 

Bureaucracy（プロ官僚組織）とは、Elaborate Profusion（分散型組織）だが中央からの

統制が取れているスタイルともいえる。そして Volkwein は Professional Bureaucracy（プ

ロ官僚組織）が最も理想であり、IR として目指すべき方向であるとしている。 

別の IR の発展モデルとして、データベースシステムの発展という観点から IR の発展を

考えるという見方もある。単純に言えば会社の組織力・競争力がデータベースシステムの

有効活用と比例して増加するという概念だが、最近ではこれはいわゆるビジネス・インテ

リジェンス（Business Intelligence-以下ＢＩ）システムの導入によって組織の経営手法

が大きく変化していくという言葉にほぼ置き換えられている。このＢＩという言葉は元々

ビジネスの世界で使われてきたが、近年では大学などのような非営利組織や政府などとい

った営利を目的としない組織にも応用され始めている。ＢＩは近年、高等教育関係者の中

でも注目を集め始め、「ＢＩは（今後の高等教育の）将来のトレンドとなる」50、「ＢＩ技

術は（データ重視の経営をする）プロセスにおいて重要な役割を果たす」51といったよう

に、今後更に高等教育界に浸透していくと予想され、IR のあるべき形にも影響を与えてい

くと考えられる。データベースと IR は水魚の関係にあるが故に、データベースシステムが

進化をしていけばそれに伴い IR も変化していく、というのがその IR 発展モデルの見方で

ある。この発展モデルは一般的に高等教育の IT 分野の専門家たちを中心に聞かれる意見で

ある。52 

図 17-3 はそのデータベースシステムの発展過程をあらわしたモデルである。一番左の

「リポート生産」とは、データベースシステムが年次報告書や基本的リポートを生産する

ためにしか使われていない、初期段階の構造であり、発展モデルの中では「出産前」と位

置づけられている。次の段階は、「スプレッドマート」といわれるステップで、Eckerson

（2006）53はこの状況を「組織にとって重要なデータが個人の PC やエクセルファイルなど

に保存されているだけの状態（筆者訳）」と定義した。更に Eckerson は、この場合往々に

して見られることが、これらの重要なデータが複数の個人によって、異なるタイミングで、

異なるデータ元から手に入れたデータで、そして微妙に異なる手法で作り上げられている

ケースが多く、その混乱が組織の発展を阻害する要因になっていると述べている。その次

の「データマート」、「データウェアハウス」はこのいわば「真実の混乱」を各部門ごとで
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徐々に統合し解決していくプロセスに当たる。これらの過程では、組織の中においてデー

タの定義が統合され、そして組織において重要なレポートなどが、個人の仕事ではなくて

データベースが自動的に行うようになる。その次の「エンタープライズ・データウェアハ

ウス」と「アナリティックサービス」とは、一言で言えばデータマイニングや将来予測分

析などといった、今までならば高度な分析能力を持った人間でなければできなかった分析

をデータベースが行えるようになる、ということに集約されるといえよう。 

もっとも、ＢＩの普及に関してはアメリカの大学界においても未だ普及段階といえる。

ＢＩという言葉はビジネス界から高等教育界に持ち込まれた概念であり、今のところは 

ＢＩという言葉だけが独り歩きしている感があり、一種の流行語のようになっていること

も否定できない。正直どこまでの人がＢＩという意味をはっきりと理解しているのか、現

段階では非常に少ないといわざるを得ない。私の意見では、ＢＩシステムとは、多次元方

データベース、いわゆるキューブのことを指していると理解している。すなわち、今まで

２次元のリレーショナルデータベースの世界に収まっていたデータベースが多次元方のキ

ューブへと発展することによって、分析作業を含めた様々な作業が可能になり、そのキュ

ーブによって可能となったデータベースの効用を「ビジネス・インテリジェンス」と総称

しているに過ぎない。したがって、ＢＩシステムを導入したからといって組織の効率性が

自動的に一気に上がる、ということが起こるわけではない。結局のところ、キューブとい

う高度なデータベースを高等教育というコンテクストの中で使いこなせる人材がいなけれ

ば、ＢＩシステムを導入しても組織に価値を生み出すことはできない。しかし、ＢＩシス

テムに対する理解は今後高等教育業界で更に深まっていくことは間違いないといえるし、

それを使いこなす大学が今度増えてくるのは必然的な流れであるといえる。 
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図 17-3 データベース発展モデル 

 

今まで様々なアメリカの大学関係者と会ってきた中での感想だが、アメリカのほとんど

の大学は２－４の段階に位置しているといえる。そしてこの枠組から自分の職場を分析す

ると、おそらく３のレベルに位置すると思う。例えばＴＨＥＣでは重要なリポートはほぼ

自動化されている。データベース管理者がそのようなリポートを生産するために必要なク

エリ54を保存してあり、必要な時期になったらクエリを走らせて必要なデータを手に入れ

るというシステムが出来上がっている。また、リポートとは別に、ＴＨＥＣのスタッフな

どから頻繁に要求されるデータ（例：卒業率や歩留まり率）などは、データベースとリン

クした WEB 上で常に更新されたデータが手に入るように構築され、誰がどのタイミングで

アクセスしても、データが同じ定義で取得されるようになっており、「真実の複数化」現象

を防いでいる。現時点では、まだこれらの取り組みは Department レベルなので、Department

を超えた次元でこのような取り組みを今後行っていく必要があり、それが発展段階４のデ

ータウェアハウスであり、その次の段階につながっていく。 

Volkwein のモデルとビジネス・インテリジェンスの発展モデルは一見全く違うことを述

べているようで、実は類似点が多い。Volkwein の主張は要するに、IR を彼らが本来果たす

役割、すなわち分析研究に特化させるべきだということである。そして、ＢＩシステムは

IR の観点から見れば、IR がリポート業務などに労力を無駄に割くことがないように技術面

から支援していくというシステムである。すなわち、Volkwein の理想とする IR の姿に近

づいていく上でビジネス・インテリジェンス・システムが大きな役割を果たしていくと言

い換えることができ、それが今後アメリカの IR が進んでいく方向性だと思われる。この変

化がどのようなスピードで起こっていくか推測はできないが、テクノロジーの発達ととも

に今後十年ほどで IR の役割も現在の形から大きく変化していくのではないかと、今後も
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IR としてキャリアを積んでいこうと思っているものとしては、その前提に基づいて日々の

業務を行っている。 

 

1-8 提言-私が思うこと 

最後に、今後の日本における IR の展開に関して、私なりに思うことを述べていきたい。

IR が今後日本の大学でも普及されていくことはほぼ間違いない流れだといえる。従ってこ

こで大事なことは、どのように普及の方向付けを行い、どうやって IR を日本の高等教育に

根付かせていくかという議論である。もちろん、私は現在アメリカに住んでおり、また日

本の大学で働いたことはないので、日本の大学の内部事情にはそれほど精通していない。

したがってここで私の述べることは、１万メートル上空から眺めたような、外部からの視

点という形で理解していただければと思う。 

1-8-1 人材の獲得 

まず根本的な問題として、IR の業務を遂行できる人材の獲得・育成が最重要課題の一つ

である。IR という部署を作り上げたとしても、その仕事ができる人がいなければただのハ

コモノと化してしまう。アメリカの大学も IR の初期段階は教員が兼任で IR をやっていた

が、おそらく日本も似たような形で発展をしていくのがコストという観点から考えても自

然といえる。民間企業から IR の求めるスキルを持った人材を引っ張って来るという手もあ

るが、コストがかかる上に現在の大学の給与体系を考えた時、そのパターンはゼロではな

いにしてもあまり起こりえない。また企業と大学の組織論理も大きく違うが故に、民間出

身の IR が大学で成功するという保証もない。内部、おそらく教員の中から人材をみつけ、

IR 部署とともに徐々に育てていく、そういう形が確実かつ現実的である。また、大学側も

最初は IR を試行錯誤しながら運営していくことになるだろうし、その時点では IR の経験

のない民間企業出身者にその運営を丸投げするのはリスクが大きすぎるといえる。アメリ

カから IR の専門家を雇って立ち上げをさせるという手もあるが、語学や文化の壁が大き過

ぎるため、大学がそのような外国人スタッフを受け入れる環境が整っていない限り成功す

る可能性は現時点では低い。現時点では、認証評価に携わっている人たちが最も IR に近い

役割を担っているので、大学首脳陣は認証評価の担当者が発展的に IR の役割を担っていく

ように方向付けを行っていくのが現在ではベストではないだろうか。 

1-8-2 人材の育成 

そして同時並行で、今後の IR を担っていく人材の育成を行っていかなければならない。

それはキャンパスレベルではなく、日本の高等教育界全体の課題として、大学以外の組織、

例えば全国協会や政府などが推進していく役割だといえる。アメリカにおいては、60 年代、

IR が大学に設置されるようになって来たが、そこで人材育成に重要な役割を果たしたのが、

American Council of Education (ACE), New England Board of Higher Education(NEBHE)、

Southern Regional Education Board (SREB)、 Western Interstate Commission of Higher 
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Education (WICHE)などといった高等教育関係の非営利組織だった55。これらの組織が、ワ

ークショップなどの短期集中講座などを開催するなど、アメリカの大学の IR の初期段階に

おける人材育成の中心的役割を担ってきた。そして60年代中頃にIRの全国協会が発足し、

IR 同士の交流が活発に行われるようになった。日本においても、IR として最低限のスキル

を身に付けることができるようなトレーニング機会を政府や協会団体などが提供していく

ことが必要である。 

大学院で IR を育てるというのも一つの有効な手段である。現在アメリカにも IR を育成

する大学院プログラムが幾つかの大学に存在するが、日本にも同じようなプログラムが一

つくらいあってもいいのではないだろうか。もちろん、教室内のみのトレーニングでは限

界があり、修士レベルでは IR として必要なスキルを全て網羅するのは難しいかもしれない。

しかし、IR 部署におけるインターンシップなどを必修としたり、プログラム内容を充実さ

せることによって、IR としての基礎的な力は身につけることはできる。また政府も、IR

育成の拠点として一つの大学を重点的に財政支援をしていってもいいのではないだろうか。

例えば、IR を育成する大学院を支援する政府グラントを作り、各大学に計画書を提出させ、

一番優れた計画を持っている大学を支援するといった手法をとることで、より良いプログ

ラムが構築されるきっかけとなるかもしれない。 

またトレーニングが必要なのはIR関係者だけではない。IRの上司となる大学首脳陣も、

どうやって IR を使いこなしていくのか、すなわちどうやってデータ重視の経営を行ってい

くのか、というトレーニングが必要である。私がかつて勤務していた SHEEO では、州政府

のリーダーのためのカンファレンスや、ワークショップなどを開催し、リーダーシップの

トレーニング、特にどうやってデータ重視の政策運営を行っていくかということを学ぶ機

会を提供している。日本でも、全国協会などのような組織が中心となって大学の学長・副

学長を対象の同様なワークショップなどを開催し、IR をどう使いこなしていけばよいのか、

データ重視の経営とはどういうことなのかといったテーマのトレーニング機会を提供する

ことは有意義だと思う。誰がその機会を提供するのかに関して、最初はアメリカから講師

を招くなどして、徐々にトレーニングに対するノウハウを学び知識を日本国内に蓄積して

いくのも一つの手だと思われる。 

1-8-3 大学におけるデータに関するルールの設定 

人材の不足とともにもう一つの喫緊の課題が、各大学のデータシステムおよびデータの

扱いに関するルール改革である。例えば認証評価プロセスで、必要なデータがすぐ手に入

らなくて作業が滞ってしまったという話は多くの大学に共通する悩みかもしれないが、そ

れは IR がいないからそうなったというよりは、本質的には大学のデータシステム自体の欠

陥、もしくはデータの扱いに関するルールの欠陥から来るものである。例えば、人事部が

データを部外に出すことをためらったり、ある学部が学部に関するデータを学部外の「外

部」に提出することを拒否したりなどということは、IR がいるいないの問題ではなく、デ
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ータに関する扱いの学内のコンセンサスが取れていないという状況によって生じた問題と

いえる。IR とデータはいわば魚と水のような関係であり、データが自由に扱えるような環

境になければ、IR は機能することはできない。IR 設置と同時に、大学首脳はデータを扱う

インフラの技術的・法的整備を行う必要がある。 

これに関連して、時折、日本からアメリカの IR の視察に研究者、大学関係者がアメリ

カを訪問することが近年多くなってきたが、IR がどのような業務を遂行しているのかとい

うことを調べると同時に、どのようなデータ・ポリシーを大学として持っているのか、さ

らにどのようにしてそのポリシーが大学のコンセンサスとなっていったか等を調査すると

IR に関する理解が深まるのではないかと思う。 

1-8-4 文部科学省が情報公開を推進する 

IR の目的の一つはデータ重視の経営をキャンパス内に推進することである。しかしデー

タ重視の経営を今までしてこなかった大学が、ある日突然それができるようになるわけで

はない。意識の変化というものは一朝一夕にできるわけでもなく、意識が変化しても行動

がなかなか伴わないのは、個人レベルで誰しもが経験していることである。個々の次元で

さえそうなのだから、キャンパスレベルでの意識の変化が行動の変化につながるまで、簡

単に移行することは難しい話である。 

IR を日本に根付かせるために政府、すなわち文部科学省が果たすべき役割の一つは、高

等教育界におけるデータ重視の経営を推進する環境を外側から整備していくことで、各大

学内にデータ重視の経営方針を根付かせる手助けをしていくことにある。そのための一つ

の手段は、文部科学省自身が情報公開の推進をしていくことである。具体的には、学校基

本調査やその他大学から毎年集めている機関レベルのデータを全てインターネット上で公

開することである。政府からより多くのデータが一般公開されればされるほど、高等教育

研究は発展していき、そしてその研究の積み重ねが、新たな研究を呼び、その過程を繰り

返す中で各大学にデータ重視の文化が徐々に構築されていくだろう。いずれデータに基づ

いた経営というのが高等教育界の常識となっていかなければならないが、その中で文部科

学省が果たす役割は大きい。 

1-8-5 他の大学とのデータ交換を推進 

これは今すぐという話ではないが、IR が設置された後、他大学、特にライバル校とみな

されるような大学とのデータ交換を IR が中心となって積極的に推進していくべきである。

アメリカにおいて、大学間のデータの共有作業は頻繁に行われている。例えば、代表的な

アメリカの研究型大学によって構成される Associations for American Universities56(以

下 AAU)は、メンバー大学内でのデータ交換を推進し、各大学からデータを集め、そのデー

タをメンバー内で共有するというシステムを構築した57。仮にそのような第３者組織がい

ない場合でも、独自に大学間でデータ交換の協定を結んだりする場合もある。「自分たちの

データをライバル校に渡すなんてもってのほか」、というように思われる方が読者の中には
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いるかもしれないが、データを渡すことによって発生するリスク（例えば、ライバル校に

出し抜かれる、差をつけられる）よりも、他校のデータを受け取ることによって得る利益

の方が単純に多いのでアメリカの大学はデータ交換を行っている。また、データを共有す

ることによって生じる不利益を最小限にとどめるようにルールを取り決めれば（例：扱う

データの種類、データは外部には公表しない、研究目的以外には使用しない等）これらの

リスクを減らすことはいくらでも可能である。他大学と比較することによって初めて、自

らの大学の現状が見えてくるのである。IR が中心となってデータ交換を積極的に進めてい

くことを強く薦める。 

1-8-6 IR による全国調査の実施 

アメリカには、先述した NSSE や Delaware Cost Study など、様々な全国規模の調査が

存在する。特に Delaware Cost Study は、デラウェア大学の IR 部が作り上げた全国調査で、

多くの大学がその調査に参加している。IR がこのような全国調査を行うメリットが３点あ

る。一つは、全国調査を行うことによって IR 部署が独自の収入を上げることができる、次

にこの調査結果は自らの大学の運営に大いに役立つ情報を提供することができる、最後に

この調査結果が高等教育政策に与える影響が大きいという３つの点である。 

アメリカの全国調査の参加費は多くが有料である58にも関わらず、多くの大学が参加す

る理由としては、様々なサービスがこの調査に参加するに当たって付随するからである。

Delaware Cost Study では、参加大学には全国平均との比較、また同じタイプの大学との

比較等といった様々な角度からの分析結果が送られてくるといったサービスを提供し、ま

た各大学のニーズにこたえたサービス等も行っている。いわば一種のコンサルティング業

務である。そしてこのコスト研究の結果、デラウェア大学の IR 部署は Cost Study におけ

る一つの権威となっている。さらにこの調査によって集められるデータは自らの大学の運

営に少なくない影響を与えることができる。また、こういった全国調査というのは高等教

育政策という観点から見ても非常に利用価値の高いデータを提供するが故に、政府系グラ

ントも通りやすいというメリットがある。したがって、日本の場合、文部科学省のグラン

トプログラムなどを通して全国調査プロジェクトの立ち上げを行い、その後の運営は参加

費用で賄っていくという収益モデルを作り上る形で、IR が継続性のある全国調査プロジェ

クトを進めていけば、それは高等教育研究の発展につながっていくと考えられる。 

 

2．終わりに 

ここまでアメリカの IR に関して述べてきたが、冒頭に述べた様に、ここで書き記され

たものがアメリカの IR の現状を全て網羅しているわけではなく、IR の業務内容やミッシ

ョンの多様性を考えた時、IR を説明しきることはおそらく誰にとっても達成不可能なゴー

ルだといえる。従って、IR を数年間にわたって経験してきたものから見た IR ということ

で、読者にとっては一つの視点という角度で理解していただければと思う。本文が日本の
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今後の IR のあり方に関する議論に貢献できればそれで目的が達成されたといえる。 

最後に、もう一つ私の意見を述べてこのエッセイを締めくくりたい。経済史的観点で IR

というものを考えた時、IR は１つの大きな挑戦状を日本の高等教育界に叩きつけている。

それは、今後、日本の高等教育界が 21 世紀の社会発展に必要な人材を送り出すことができ

るのかということである。現在、世界経済全体が、工業・製造業中心の社会

（Industrial-based society）から知識基盤型（Knowledge-based society）へとシフトし

つつある。そして、IR はその新しい経済体系の中で活躍する新しいタイプの、Drucker の

いうところの「Knowledge Worker」にカテゴライズされる労働者である。彼の予測が正し

ければ、今後このような労働者は経済体系がより知識基盤型へとシフトする中で増え続け、

そして彼はこの新しい経済体系を人材育成という点から支えなければならないのが高等教

育機関と主張している。この説を別の表現に置き換えれば、高等教育機関がそのような人

材を輩出できるかどうかでその地域の発展パターンが変わってくるということになる。 

その枠組の中で IR というものを考えた時、IR を日本の高等教育に根付かせることがで

きるかどうかという課題は、実は大きな意味では高等教育が IR に代表されるような知識型

社会で活躍する人材を今後育てることのできる実力が伴っているのかどうかという、21 世

紀社会における高等教育の根本的な課題を投げかけているといえる。そしてその課題に対

する答えは高等教育の将来だけでなく、日本経済の今後にも大きな示唆を提供する。日本

経済が今後知識基盤社会へとシフトしていくことができるのか、それはひとえに日本の高

等教育の双肩にかかっている。そういった意味で、日本の高等教育が果たして 21 世紀の日

本を支えていく上での実力が備わっているかどうかが、現在皮肉にも IR という自らの従業

員によって試されている。それこそが、IR が現在の日本の高等教育界に投げかけている根

本的なメッセージのような気がしてならない。 

59 
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